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醍醐聴『よ企業会~I 史の研究Jl 1979年，第2. 3章を参照いただきたいロ
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i会- EJ-E一子I 1正789，9元「玉置 -資本合計 ! 
日本屯信屯話株式会社 l昭和61年3月期決算報告」より作成。
l孟竺:!と11長



























































































































































































早稲田大学創立80周年記企論文集第1者， 1962年10月， 84， 94へー ジ。





























12) 越智明忠「電信電話拡充告についてJr電信電話経営月報』第127号， 196C年4月， 8ヘーシ。
13) 越智田忠「新杭充悼の制定についてH 電情電話業務研究』第122号， 1960年3月， 19ヘーンn



























15) 日本電信電話公社編『加入事務〈総論)~ 1969年， 13ページ。
16)17) I輩出回国会衆議院電気通信委員会議韓」第5号， 1953年6月25円. 2ベ ジ。



























18) i第四回国会衆議院電気通信委員会議最J第』号， 1951年10月22目 2へー九
























































録，第15号， 1968年4月12田， 16ヘ ジ，)という見解の表明によって一応収拾した。しかし，
こうした法樟と実態のつビつまを会わせるだけ円無内容な解釈を以てしヤは 料金のー種たお設
備料がなぜ資本剰余金とされたかを到底説明できない。
21) W口本電信電話公社25年史』下巻， 1977年， 194ベー ジ。


























22) 電信電話調空会報告書J1965年， 20ペー シ。























不合理性を指航したものとして在目される。 r 債券は従前どおりいただい C，今度は〔設備





おりま歩。JC第岡田国会衆議院逓信委員会議録，第14号， 1968~年 4 月 10 日， 4ベー ジ。〉






















とが，当該資本町受け入れとは別に必要視されるのであるJC西1. 同上書， 201ペー ジ〉とし、
う実体維持論で自前の補強を試みている。また，前記のl日公社桂理局長中山公平も， これと全く
同じ実体維持論で，設備料対象資産の減価償却額をも料金原仙に算入した旧公社の実務を正当イじ
する国会答弁をおこな 2ている。 C第58回国会衆議院逓信委員会議骨，第15号， 1968年4月12日，






い。J(斎藤九別掲論文， 61 ~62ベーシ。〉①また， 仮に取替の時点でなお，特定の需要者に係る
取替原価が料金原価計耳上の減価償却額の算定基礎とされる平均原価を無視しえないほどに超え
ているとすれば，新l日需要者聞の負担公平の原則を貫こうとする以上，立法論として工事負担金
の再徴収が提起されてしかるべきである。
